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序章　はじめに―本稿の目的・構成
多国籍企業の海外事業展開の原動力である世界の直接投資フローは近年、世界景気の動向
を反映し、大きく変動してきた。2000 年代前半の好景気を受けて、2003 年以降順調に伸び、
2007 年の歴史的高水準を経験した後、2008 年には、世界金融経済危機の影響によって落ち込
み、2009 年には、さらに減少する見込みである。一方、日本の直接投資は、それまでの低迷
を取り戻すべく、ここ数年一貫して、急増傾向にあったが、2009 年には、世界の趨勢と同じ
く、世界金融経済危機の影響によって、減少に転ずるとみられる。筆者はこれまで、日本企
業の海外事業展開にあたって、日本企業は、3 つの大きな課題に直面してきたことを指摘して
きた（手島、2009：注 1）。再度、記せば以下の 3 点である。第一に日系海外子会社、特に製
造業企業は、海外事業展開において必ずしも十分に収益性をあげておらず、スタンダードな
理論仮説どおりに高収益をあげる米国多国籍企業子会社とはかなり異なる事業成果を示して
きた。第二に、近年の先進国間直接投資の主力となったクロスボーダー M&A において、日
本企業は今までのところ十分な活動をしていない。そして、第三に、最も根源的な課題であ
るが、日本企業の国際競争力は、加速する「汎用品化」「モジュール化」「IT 化」の中で、今
や、重大な岐路に差し掛かっていることである。
世界金融経済危機に対応しつつ、こうした基本的課題の解決に当たるために、日本企業は、
どのように行動しているか、欧米アジア企業等との対比を踏まえつつ、その企業行動原理の
枠組みを明らかにし、実態調査を踏まえた検証を行い、これまでの論考（同じく注 1）を更に
深めるのが、本稿の目的である。
本稿ではまず、第 1 章で、世界と日本の最近の投資動向を概観し、第 2 章で、日本企業の
直接投資の 3 つの課題とその根底にある競争力の特性について論ずる。第 3 章では、第 2 章
の検討を踏まえ、2009 年実態調査の結果等を整理し、それを踏まえて、再度検討を行う。第
4 章は本稿の結論である。
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第 1章　世界金融経済危機のもとでの世界の投資動向と日本の投資動向
（1.1）世界の対外直接投資動向
世界の対外直接投資は、2007 年にはフローベースで史上最高額（約 2 兆米ドル）を記録し
た。その背景には、2000 年代初頭の IT バブルの崩壊によって急減したクロスボーダー M&A
が、2003 年を底として再度、急増したことがある。しかし、2008 年には、世界金融経済危機
の影響で世界の直接投資フローは、前年比減（図 1）となった。UNCTAD の実施した企業ア
ンケート調査によれば、2009 年には世界金融経済危機の影響が最も深刻に出て、ボトムを迎
える見込みであるが、2010 年以降は、発展途上国向け直接投資が増えるために回復し、もう
一度、増加に転ずるとみられる。注目されるのは、図 2 に見るように先進国に流入する直接
投資は、1970年−2008 年の間、フローベースで見て、増減を繰り返しつつも次第に減少する
傾向にあるのに対し（図 2 の上から 2 番目の折れ線グラフ）、発展途上国に流入する直接投資
は、対照的に、同期間のうちに、同じく増減を繰り返しつつも、次第に増加する傾向にある
（同じく上から 3 番目の折れ線グラフ）ことである。同様の関係は、先進国からの対外直接投
資（同じく 1 番上の折れ線グラフ）と発展途上国からの対外直接投資（同じく上から 4 番目
の折れ線グラフ）にもみられる。
この背景には、先進国の成長鈍化に伴い、先進国に典型的に見られた「高付加価値・高品
質な差別化製品を需要する」市場（「ファースト・ベストの市場」と定義する）の成長が鈍化
する一方、発展途上国、特に新興国の成長加速によって、これらの国に顕著に見られる「一
定の品質が確保されていれば、より低価格な製品を志向する」傾向の強い市場（「セカンド・
ベストの市場」と定義する）が、急速に拡大していることがある。しかも、最近は、先進国
においてすらも、「セカンド・ベストの市場」が拡大している。こうした変化は、第 2 章で
図 1　世界の対内直接投資フロー（地域別）（1970−2008）（単位：百万米ドル）
（UNCTAD, WIR 2009 より筆者作成）
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図 2　先進国・発展途上国・移行経済別の世界の対内・対外直接投資フローのウエイト比較
（単位：％）（1970−2008）（UNCTAD, WIR 2009 より筆者作成）
図 3　日本の対外・対内直接投資（1970−2008）（単位：百万米ドル）
（UNCTAD WIR 2009 より筆者作成）
暦年
暦年
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論ずるように、需要・供給両面から、発展途上国向けの直接投資及び発展途上国からの直接
投資の増大をもたらす。発展途上国への直接投資及び発展途上国からの直接投資は、中国・
インド等の新興国を中心とする発展途上国の成長率が、先進国のそれを上回るようになった
1990 年代以降、顕著に増加し始めた。しかも、2008 年以降の世界金融経済危機の影響のもと
で、先進国の成長率が大きく鈍化（2008 年の先進国平均の成長率は 0.6％、IMF）する時期に
おいてすら、発展途上国、特に、中国・インド等の新興国の成長率にはそれほど減速は見ら
れない（同年の新興国平均の成長率は 6.0％、IMF）ため、新興国を中心とした発展途上国へ
の生産拠点設立および市場確保型の直接投資の一層の拡大が予想される。
（1.2）日本の対外直接投資動向
日本の対外直接投資フローは、2004 年までの低迷を脱して、2005 年以降、急速に拡大する
傾向にあり、2008 年にはフローベースで過去最高となる 1280 億米ドルに達した（図 3）。対
内直接投資も増加傾向にあるが、両者のギャップ（直接投資収支）はむしろ拡大している。
地域別に見ると、EU およびアジアへの直接投資の集中が顕著であった近年の傾向（図 4 及
び図 5）とは異なり、2008 年には、あたかも 1980 年代−1990 年代に戻ったかのように、北米
および中南米向けが急増した。しかし、これは、2008 年中に発生した、三菱東京 UFG のモ
ルガン買収、中南米の資源関連大規模プロジェクト等、いくつかの大型投資案件によるもの
で、一時的な現象と見られる。
世界全体の傾向とは若干タイムラグがあるが、2008 年以降の世界金融経済危機の影響を受
けて、2009 年には、日本の対外直接投資も減少傾向に向かおう。ただし、下記の事情から、
世界全体の趨勢同様に、早晩、発展途上国、特にアジアの新興国への傾斜を深めつつ、回復
へと向かうと考えられる。
事情の一つには、日本の国内民間設備投資は低迷している一方、海外直接投資は増加傾向
にあることがある。国内市場の伸びが鈍化する一方、世界市場の伸びは大きいため、日本企
業は、事業機会を世界に求めざるを得ないためである。しかも、地域別主要国別の日系製造
業企業の売上推移を見ると、既に、アジアが北米を凌駕していることが明らかである（図 6）。
アジアにはより多くの事業機会がある。
さらに、（1.1）で論じたように、世界市場の特性が大きく変わっていることが注目される。
先に述べたように、先進国経済の成長が鈍化し、発展途上国、特に、新興国経済の成長が高
水準であることを反映し、世界の市場動向も、価格志向を強め、一定の品質は保持されるこ
とを前提の上で、価格競争力のある商品が好まれる方向に向かいつつある。こうした「ファ
ースト・ベストの市場」から「セカンド・ベストの市場」への変化に対応するためには、日
本企業は、これまで展開してきた国際生産・販売ネットワークのあり方を見直さなければな
らない。
すなわち、これまで日本企業の海外事業展開の中核をなしてきた、日系企業同士の比較的
クローズドな生産・販売ネットワークは、第 2 章で論ずるように、高品質の高付加価値品、
すなわち、「特殊」な財を、取引費用を最小化することによって、ライバル企業よりも低価格
で供給できるために、「ファースト・ベストの市場」向きであった。しかし、今後は、コスト
競争力のあるアジア企業も巻き込んだオープンネットワークによって、一定の品質を確保し
た上で、低コスト・低価格を実現し、発展途上国・新興国の「セカンド・ベストの市場」を
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確保するように、複線化を図る必要がある。
以上から、2009 年以降は、アジア等発展途上国向けの割合が増加する見込みである。国際
協力銀行、JETRO 等の実施した海外進出企業へのアンケート調査の結果はこれを裏付けてい
る。2009 年の国際協力銀行海外投資アンケート調査によれば、特に、中国、インド、ベトナ
ム等に対する直接投資増加が見込まれ、最大の投資動機は、現地市場の開拓である。
図 4　日本の対外直接投資の地域別内訳（国際収支ベース）（単位：億円）
（財務省データより筆者作成）（2005−2008 暦年）
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図 5　日本の対外直接投資の地域別内訳（届出ベース）（単位：億円）
（財務省データより筆者作成）（1989−2004 年度）
図 6　製造業日系企業の地域別国別売上高推移（単位百万円）
（経済産業省データより筆者作成）
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国際市場で激しい国際競争を展開する先進国多国籍企業にとって、新興国現地市場の特性
に合わせた新製品を開発し、現地に新たな市場を創出することは極めて重要である。さらに、
こうした現地市場向けの新製品が、世界市場で受入れられてグローバル商品となれば、新た
な「ファースト・ベストの市場」を開拓することになり、最も望ましい戦略となる。前述の
ように、伝統的な先進国の「ファースト・ベスト市場」にかげりが見えるため、これは重要
な戦略となる。
一方、これとは逆に、「セカンド・ベストの市場」で、汎用品の価格競争に巻き込まれるこ
とは、日本企業にとって、得策ではない。こうした競争では、アジア企業が優位性を持つた
めである。
繰り返しになるが、新しいパターンの国際競争に打ち勝つためには、日本企業は新興国に
おける「セカンド・ベストの市場」の中に、価格競争を意識しつつも、日本企業の競争力を
生かしうる、より品質志向の強い、「ファースト・ベスト」の新市場を創出する必要がある。
このためには、手島（2008、2009）で論じたように、企業組織を変革し、世界規模での人材
の有効な活用を図ることが必要である。
第 2章　日本企業の海外直接投資の直面する三つの課題と日本企業の変革
（2.1）三つの課題を超えて
本稿の冒頭に述べた 3 つの課題、すなわち、
（1）日系海外現地法人の収益性の低さ
（2）クロスボーダー M&A の不活発
（3） 日本企業の国際競争力の直面する「汎用品化」、「ファーストベスト市場」から「セカ
ンドベスト市場」へのシフト
の各々について改めて検討する（注 2）。　
（1）日系海外現地法人の収益性の低さ　
まず、（1）については、図 7 にみるように、日系現地法人の収益性は確かに低いが、時系
列的に見ると、北米・アジア・欧州という主要地域のいずれにおいてもまた、全地域・全業
種の平均でも、上昇トレンドにあることが分かる。一方、2001 年度においては、いずれも落
ち込みを経験しているが、これは、IT バブル崩壊による不況の影響と考えられる。
日本企業の海外事業展開に際しては、欧米及びアジアには、（2.3）で後述する TCM 型組織
には適さない「非日本型選好」をもつ「非日本型人材」が多いので、日本企業は、当初、「立
地の優位性」を十分に生かすことが出来ず、むしろ「「立地の不利性（L Dis-advantages）」
に直面する。したがって「立地の不利性（L Dis-Advantages） 」を「立地の優位性」（L 
Advantages）」に変える必要がある。このように直接投資を通じた海外事業展開におい
て、標準的理論で言う「固有の経営資源所有の優位性（O Advantage）」、「立地の優位性（L 
Advantage）」、「内部化の優位性（I Advantage）」のシナジー効果を十分に生かせず、むしろ
当初、不効率を生ずることが、第 1 の課題である海外日系現地法人の低収益の原因である。
上記売上高経常利益率のトレンドが示すのは、世界の主要な投資先地域において、日系現
地法人は、この「立地の不利性を優位性に変える」プロセスに、時間の経過と共に、成功し
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てきていることを意味すると考えられる。但し、2008 年の世界金融経済危機は、一時的にせ
よ、2001 年の落ち込み以上の収益性の落ち込みを生ずる可能性はある。
（2）クロスボーダー M&A の不活発
図 8 は、先進国への対内直接投資フローと国際収支ベースのクロスボーダー M&A（売却
額）の推移を比較したものである。1990 年代後半以降の先進国への直接投資が、かなり大き
な割合で、クロスボーダー M&A によって占められ、その動向に左右されてきたことが分か
る。
図 7　日系海外現地法人の売上高経常利益率推移（地域別）（単位％）
（経済産業省データより筆者作成）
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これは、自社の固有の経営資源（O Advantage）を利用して、海外立地の優位性（L 
Advantage）を生かし、現地子会社を設立して利益を上げる（I Advantage）という、伝統的
な「資産利用型の直接投資（Asset Exploiting FDI）」よりも、他社を買収することによって
その経営資源を瞬時に獲得し、自社の国際競争力を一気に強化しようとする「資産獲得型の
直接投資（Asset Augmenting FDI）」が活発になっていることに他ならない（注 3）。これは、
第 1 章で述べたように急速な汎用品化のもとで、世界規模で「ファースト・ベスト市場」か
ら「セカンド・ベスト市場」への転換が、急速に起こる中で、多くの先進国企業が新製品創
出のための研究開発に注力しており、自社の経営資源の不足をクロスボーダー M&A によっ
て補おうとするためである。
次に、図 9 にみるように、先進国の対外直接投資とクロスボーダー M&A（買収）にも図 8
と同様の関係が見られるが、図 8 に較べると、両者のギャップ分、すなわち、グリーンフイ
ールド直接投資の部分が大きい（「海外直接投資」＝「クロスボーダー M&A」＋「グリーン
フイールド直接投資」）。これは、「セカンドベスト市場」において、競争力をもつためには、
汎用品生産の価格競争力強化を図る発展途上国へのグリーンフイールド直接投資もまた重要
なためである。
図 8　先進国への対内直接投資フローと先進国におけるクロスボーダー M&A（売却）
（1987−2009）（単位：百万米ドル）（UNCTAD , WIR 2009 より筆者作成））
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一方、日本企業による対外直接投資とクロスボーダー M&A の関係は、図 10 に見るとおり
であり、日本企業の場合、1980 年代後半から 1990 年代初頭に掛けて一時的に盛り上がったク
ロスボーダー M&A は、1990 年代を通じて低調となり、欧米企業とは対照的な結果となった。
再度、本格的に日本企業のクロスボーダー M&A が対外直接投資を押し上げる傾向を強めた
のは、2006、2007、2008 の最近 3 年間である。このように日本のクロスボーダー M&A が長
期にわたり低調であったのは、後述する日本企業固有の国際競争力のもとで、他企業の経営
資源を吸収して、シナジー効果を上げるという課題は容易には達成できなかったためである。
なお、この時期、日本企業による対外証券投資（FPI）は、活発であり、日本企業に直接投資
資金が不足していたとはいえない。むしろ、1980 年代後半から 1990 年台初頭にかけてのクロ
スボーダー M&A の多くが失敗に終わった結果、多くの企業で、この戦略についての警戒感・
懐疑心が広まったと考えられる。
図 9　先進国の対外直接投資フローと先進国によるクロスボーダー M&A（買収）
（1987−2009）（単位：百万米ドル）（UNCTAD, WIR 2009 より筆者作成）
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（3） 日本企業の国際競争力の直面する「汎用品化」、「ファーストベスト市場」から「セカン
ドベスト市場」へのシフト
この点はまさに次節の主たる論点となる。「モジュール化」「デジタル革命」等の主導する
「供給サイドの汎用品化」と「ファースト・ベスト市場」から「セカンド・ベスト市場」への
シフトが主導する「需要サイドの汎用品化」の中で、日本企業の固有の経営資源の競争優位
（O Advantage）は、どのように変容するかを検討する必要がある。
（2.2）日本企業の国際競争力
まず日本企業、欧米企業、アジア企業の国際競争力を整理すると下記の表 1 のようになる
（手島茂樹 2006−2009）。
自動車産業のように製品コンセプトが確立した産業であって、ステップ・バイ・ステップ
の改善の結果として開発された高品質の差別化商品（「特殊品」（注 4））（ハイブリッドカーの
ような製品）が容易には「汎用品」に転化しない（A）産業では、日本企業は、依然として大
きな競争力を持つ。これは、（2.4）で後述するように、取引費用最小化のメカニズムによって、
ライバルである欧米企業に較べて、「より高品質・より低価格」の「特殊品」を供給可能な生
産システムを日本企業が確立しているからである。もちろん、こうした高品質・高価格製品
を受容する大規模市場、すなわち、「ファーストベストの市場」（表 1 の①）の存在が競争力
実現の前提となる。言い換えると、「ファーストベストの市場」において、製品コンセプトが
確立されている場合には、「より高品質・より低価格」の「特殊品」を供給する戦略は、いわ
ば、「絶対負けない」戦略である。ここでもし、「汎用品化」が生じなければ、あるいはそれ
を阻止することが出来れば、「取引費用最小化」のシステムを持つ日本企業は、最強の経営資
図 10　日本の対外直接投資フローと日本によるクロスボーダー M&A（買収）
（1987−2009）（単位：百万米ドル）（UNCTAD, WIR 2009 より筆者作成）
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源（O Advantage）を持つといえる。
しかし、多くの家電製品のように、差別化商品・特殊品としての高品質・高価格製品が、
模倣品の族生等によって、短期間のうちに「汎用品」の価格競争に転換していく（D1）産業
では、日本企業は、汎用品の価格競争力を有するアジア企業に対して、速やかに競争力を失
う。現代の世界市場の特性が、一定の品質を保持した上で低価格品を志向する「セカンドベ
ストの市場」（表 1 の②）に向かって変化しつつあることもアジア企業にとっては有利である。
表 1　 日本企業・米欧企業・アジア企業の競争力の現状；IT 化・モジュール化のもとで「特
殊品」としての特性を保持する産業と保持し得ない産業の分類（手島茂樹 2006−2009）
「セカンド・ベスト市場」においては、「ある一定水準の品質」をクリアーしていれば、低
価格の製品の方が選択されるので、ここでは明らかに「過剰品質の問題」が発生する。言い
換えると「ファースト・ベスト市場」では、「差別化された高付加価値製品に対し、高価格を
払っても良い」とする需要が存在するので、厳密に論ずれば、こうした市場に「過剰品質」
の議論、すなわち、クリステンセンの「破壊的イノベーション」（和文文献②）の議論を持ち
込むのは間違っている。「セカンド・ベスト市場」と「ファースト・ベスト市場」は峻別され
なければならない。現代の「破壊的イノベーター」は、アジア企業であり、日本企業ではな
い。日本企業は、ヘンダーソンとクラークおよびクリステンセンのコンセプトを用いれば（注
5 および英文文献⑧）、漸進的（持続的）イノベーターから出発し、「アーキテクチュア・イノ
ベーター」であり、「モジュール・イノベーター」である時期を経て、最終的に、「事後的な」
「革命的イノベーター」となるが、決して、破壊的イノベーターではなかった。「セカンド・
ベスト市場」では、破壊的イノベーターとしてはアジア企業のほうが有利である。
次に、電子部品産業に見られるように、たとえ最終製品は「汎用品化」しても、部品段階
では「汎用品化」が困難で、依然として「特殊品」としての特性を保持する（B1）産業にお
いては、日本企業は依然として、大きな国際競争力を持つ。これは、（A）産業同様に、後述
　　　　　　　　
需要特性
供給特性
①　高価格・高付加価値な「特
殊品」を選好する大規模需要
（ファースト・ベストの市場）
②　低価格の「汎用品」を選
好する大規模需要
（セカンド・ベストの市場）
（1）製品としても部品として
も、「特殊品」としての特性を
保持。
（A）自動車産業では、日本企
業は、最終製品にも部品にも
十分な国際競争力を保持。
（D1）過剰品質の日本企業は競
争力を失うが、価格競争に適
した企業は競争力を保持。
（2）製品としては、速やかに
「汎用品」に移行するが、部品・
設計等、「特殊品」としての特
性を保持しつづける。
（B1）高付加価値部品・高付加
価値素材に国際競争力を保持。
（B2）製品全体を左右する設
計、基幹部品に競争力を保持。
（D2）過剰品質の日本企業は競
争力を失うが、価格競争に適
した企業は競争力を保持。
（3）特殊品から速やかに「汎
用品」に移行する製品・部品・
設計等。
（C）標準化によって、差別化・
ブランド化に成功する企業は
競争力をもつ。
（D3）価格競争に適した企業は
競争力を保持。
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する取引費用最小化のメカニズムによって、高品質でありながら相対的に低コスト・低価格
の「特殊品」を供給可能な生産システムを日本企業が確立しているからである。しかし、こ
うした特殊品としての部品が短期間のうちに「汎用品」の価格競争に転換していく（D2）産
業では、日本企業は、汎用品の価格競争力を有するアジア企業に対して、速やかに競争力を
失う。
一方、IT エレクトロニクス産業において、画期的なイノベーション（「革命的イノベーシ
ョン」）の結果として創出された基幹部品・基本設計・OS 等に競争力をもち、かつ、最終製
品のブランド価値をも左右する（B2）産業の成功企業の場合には、（B1）産業以上の、市場
支配力を持つ。当然、（B2）産業の「汎用品化」は（B1）産業よりも生じにくいが、もしも
汎用品化して（D2）産業に転化すれば、ここでもアジア企業が競争力を持つ。　
「特殊品」としての製品・部品が共に、技術移転や模倣品・類似品の流布により「汎用品化」
しても、新商品のコンセプトの創出およびブランド力の強さ、さらには国際標準の確立等、
何らかの手段で製品の差別化が可能な（C）産業では、（B2）産業同様に、やはり強力な市場
支配力を持つ。しかし世界市場の特性が、「一定の品質を保持した上で低価格品を志向する」
「セカンドベストの市場」（表 1 の②）に向かって変化するなかで、当該製品に対する世界の
市場も、ブランド志向を弱めれば、「汎用品」を生産する（D3）産業のアジア企業にとっては
有利である。
現代の世界経済の大きな特徴は、図 11 にみるように「汎用品化」である。IT 技術の発達
と製造業のモジュール化によって、調達に大きな取引費用を必要とする「特殊品」は、急速
に、市場での調達可能な「汎用品」に転化し、供給サイドから、「特殊品」の差別化競争は、
急速に、「汎用品」の価格競争に転ずる。一方、需要サイドでも、先進国市場も発展途上国・
新興国市場も、共に、価格志向を強め、こうした「汎用品化」を需要面から牽引する。これ
が、繰り返し述べている「ファーストベスト市場」から「セカンドベスト市場」へのシフト
である。こうした需要・供給両面から「汎用品化」の進行する世界では、上記表 1 の（A）産
業および（B1）産業における日本企業の国際競争力は、（D1）産業および（D2）産業におけ
るアジア企業に侵食されやすくなる。
もちろん（A）産業及び（B1）産業においてもボトムアップ型の、現場による積み上げ方
式の、いわば結果としての「事後的な」「革命的イノベーション」は常に推進されており、ハ
イブリッドカーはその典型例である。こうした「事後的な」「革命的イノベーション」は、漸
進的・持続的に行われる「モジュール・イノベーション」と「アーキテクチャ・イノベーシ
ョン」の積み重ね、その集大成として達成される。
しかし、こうした「事後的な」「革命的イノベーション」のペースが「汎用品化」のペース
にキャッチアップされれば、（D1）（D2）産業に属するアジア企業のほうが有利になろう。一
方、（B2）（C）産業における欧米企業のように、自社は、企業戦略としてトップダウンによ
り、新製品開発のための「革命的イノベーション」とブランド力の拡充に注力・専心し、実
際の生産は、（D2）（D3）産業に属するアジア企業に依拠すれば、アジア企業との競争と協調
を図るうえで、効率的な面もある。
日本企業は、（A）および（B1）産業の競争力の根幹である高価格・高付加価値の「特殊品」
生産をライバル企業に較べると「より高品質・より低コスト」で、「ファースト・ベストの市
場」に提供することが可能である。しかし、それを達成可能とする「特殊品調達に当たって
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の取引費用の最小化」という企業固有の競争優位（O advantage）が、後述するように、逆
に、（B2）および（C）産業の競争力には、結びつきにくく、あえて（B2）（C）の競争力を求
めると、固有の競争優位を損なう事情がある。
図 11　 差別化競争と価格競争（世界金融・経済危機の後、より顕在化した「汎用品化」は、
価格競争を強める。）（手島茂樹 2009）
（2.3）「日本型選好」「非日本型選好」「TCM型企業」「SMD型企業」
こうした困難なジレンマは、以下のような事情から発生する。「特殊品」調達に当たっての、
取引費用の最小化を達成する生産システムのベースになっているのは、日本の企業内及び企
業間取引における「短期の機会主義的利益よりは長期的取引関係の保持を選好（筆者はこれ
を「日本型選好」と定義している）（手島茂樹 1996−2009）（英文参考文献⑫−⑰および和文
参考文献④−⑩）」する特性である。こうした「日本型選好」（短期の機会主義的利益よりは
長期的取引関係の保持を選好）を行う人材（「日本型人材」）の特性として下記の 5 点を上げ
ることができる。
（1）個人の思想・意思の表明よりは集団の中での調和の重視
（2）ハイリスク・ハイリターンよりはローリスク・ローリターンを志向
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（3）頻繁な転職によるキャリアアップよりは同一の職場（企業内）での昇進を選好
（4） オープンでドライなネットワーク形成よりは比較的限定された範囲での濃密なネット
ワークを志向
（5） 自由な発想と指導性を尊重するよりは、方向性と枠組みが与えられた領域での精緻な
分析と作業を重視
「日本型選好」をもつ「日本型人材」より構成されたときに、最も国際競争力を発揮できる、
典型的な日本型組織（これを手島は「TCM（Transaction Cost Minimization：取引費用最小
化）型組織」と定義している）は、上記目的達成のための諸制度、すなわち、ジョブローテ
ーション、遅い昇進、終身雇用、企業年金・保険制度、退職金等をもち、従業員に、同一企
業内に長期間留まり、機会主義的行動をとらずに生涯にわたって会社に貢献するように動機
付ける。また、 固定しがちな企業内の小集団の枠を超えて、企業内及び関連企業間のネットワ
ークにおいて頻繁で濃密なコミュニケーションをとり、精緻な課業を行なわせるための品質
管理・改善運動等を積極的に行う。さらに、従業員が「日本型選好」を行う上記のような特
性を持つ「日本型人材」であれば、企業経営者は、従業員の機会主義的行動を恐れることな
く、人材育成のための長期投資を行うことが出来る。「TCM（取引費用最小化）型組織」が、
こうした「日本型選好」によって、取引費用を最小化するメカニズムは、（2.4）で簡単に述べ
る。
重要な問題は、欧米企業及びアジア企業は、日本企業と対照的に「非日本型選好」（長期的
取引関係の保持よりは短期の機会主義的利益を選好）を行う「非日本型人材」によって構成
されていることである。こうした「非日本型選好」をもつ「非日本型人材」よりなる典型的
な非日本型組織（これを手島は「SMD（Specialty Market Development：特殊品市場開発）
型組織」と定義している）は、取引費用の最小化は達成できないものの、表 1 の（B2）産業
及び（C）産業において、トップダウンによる「事前の」「革命的イノベーション」を達成す
るには適しており、アジア企業との協調も達成しやすい。
「非日本型選好」 （長期的取引関係の保持よりは短期の機会主義的利益を選好）を行う人材
（「非日本型人材」）の特性は、以下の（1）−（5）の通りである。
（1）集団の中での調和の重視よりは個人の思想・意思の表明
（2）ローリスク・ローリターンよりはハイリスク・ハイリターンを志向
（3）同一の職場（企業内）での昇進よりは頻繁な転職によるキャリアアップを選好
（4） 比較的限定された範囲での濃密なネットワークよりはオープンでドライなネットワー
ク形成を志向
（5） 方向性と枠組みが与えられた領域での精緻な分析と作業を尊重するよりは自由な発想
と指導性を重視
留意すべきは、「汎用品化」が加速度的に進む現代世界（注 6）では、（A）および（B1）産
業に国際競争力を持つ日本企業といえども、（B2）および（C）産業にも国際競争力を持つこ
とが迫られる、ことである。すなわち、全く対照的に見える「日本型選好」「日本型人材」と
「非日本型選好」「非日本型人材」という二つの異なる企業カルチャーの融合、および、TCM
型組織と SMD 型組織との統合組織の創生、を図るような組織イノベーションが必要である。
以上が本稿の冒頭に提起した 3 つの課題のうち最も重要と考えられる第 3 の課題「日本企
業の国際競争力の変曲点」の根底にある事情である。
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また、こうした日本企業の O Advantage の特性は、第 2 の課題である「日本企業のクロス
ボーダー M ＆ A」の少なさの原因でもある。すなわち、日本企業が、他企業の経営資源を有
効に利用する「資産獲得型直接投資」（Asset Augmenting FDI）を効果的に行うためには、
喫緊の課題として、上記の「日本型選好」「日本型人材」と「非日本型選好」「非日本型人材」
との融合、TCM 型組織と SMD 型組織との融合を図るような組織イノベーションを成功させ
る必要がある。
第 1 の課題は、「非日本型選好」「非日本型人材」よりなる SMD 型組織を前提に社会経済制
度及び文化が構成されている諸外国に日本企業が進出する場合、現地の立地の優位性（Location 
Advantage）を十分に生かすことが出来ないという、日本企業固有の条件によるものである。
その場合、日本企業は、自社の競争優位（O Advantage）を生かすように、現地の立地条件
を変えねばならない。すなわち、現地に信頼できる部品企業を育成すること、および、高品
質の業務遂行と長期雇用を選好する現地人材を育成すること等の手段を講じて、立地の不利
性（Location Dis-advantage）を立地の優位性（Location Advantage）に変性させることが重
要である。それによって、自社の経営方式を「適用」し、その貫徹を図ることができる。同
時に現地事情に配慮し、生産ラインの自動化・標準化、被雇用者の教育期間の短縮等の現地
への「適応」も図ってきた。（2.1）で述べたように、最近になって、日系海外現地法人の売上
高経常利益率が、上昇傾向にあるのは、こうした、「適用」と「適応」の積み重ねの結果であ
る。
（2.4）取引費用最小化のメカニズム
最後に、「日本型選好」「日本型人材」によって、取引費用を最小化するメカニズムおよび
「非日本型選好」「非日本型人材」では、これが達成できないメカニズムを簡単に説明する（手
島茂樹 1996−2009：英文参考文献⑫−⑰および和文参考文献④−⑩）。
O. Williamson は、「特殊度が高く、したがって、情報の非対称性が大きく、市場取引に際
しての機会主義的行動が多いために、取引費用が大きくなりがちな「特殊品（特殊部品）」を
調達するにあたり、『生産費用＋取引費用』の大きさによって、市場調達（購入）か企業内
調達（内製）か、のいずれか小さい方が、利潤強大化企業によって選択される」とした（O. 
Williamson 1985−1995：英文参考文献⑳−）。そのうえで、特殊性が非常に高いものについ
ては、市場での取引費用が巨額になり企業内での取引費用を上回るために、必ず、企業内取
引費用が選択されるとした。しかし、手島 2000−2009 および Tejima 1996−2006 等によれば、
「日本型選好」「日本型人材」のコンセプトを導入すれば、こうした特殊度が非常に高い特殊
財（あるいはサービス）の調達に当たっても、部分的に内製し、部分的に外注することによ
って、取引費用をさらに低め、最小化することが出来る。
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図 12　 特殊品調達に際しての日本企業（TCM 型組織）：短期の機会主義的利益よりは長期的
取引関係の保持を選好する「市場取引費用プラス企業内取引費用」の最小化達成（戦
略（ST）曲線（市場取引費用＋企業内取引費用）上の J 点）（手島茂樹 1998−2009）
上記の図 12 で、市場取引費用は、購入企業（組立企業）の当該財（部品）内製が進むほど
小さくなるが、当初は、組立企業の販売企業（部品企業）に対する交渉力が増す以上に急速
に減少する。これは、「日本型選好」に基づき、組立企業との取引継続を望む部品企業が、こ
れまで得ていた機会主義的利益（組立企業にとっての市場取引費用）を急速に低下させて、
取引継続を図るためである。しかし、組立企業の当該財の内製化が進めば、部品企業の取引
継続の意欲も逓減するため、市場取引費用の逓減率も削減する。
一方、当該財内製が拡大すれば企業組織も拡大するため、被雇用者の機会主義的行動に伴
う企業内取引費用も次第に拡大する。しかし組立企業内の従業員が「日本型選好」を行う場
合には、ジョブローテーション、QC 活動等の TCM 型組織内の諸制度の元で、企業内取引
費用は緩やかにしか増大しない。しかし、企業組織が拡大するほど、こうしたピアープレッ
シャーをベースとした人事管理制度は有効性を失うために、企業内取引費用の増加率は逓増
する。これがいわゆる「大企業病」である。結果として、当該特殊財についての市場取引費
用と企業内取引用の総和は上記図 6 の戦略（ST）曲線上の J 点で達成される。当該特殊財
を全量市場で部品企業から調達するときの市場取引費用（上記図 12 の W*点）よりも、全量
組立企業内で内製するときの企業内取引費用（上記図 12 の W 点）の方が小さいことは、O. 
Williamson の指摘どおりであるが、本稿で論じた「日本型選好」を導入すれば、それよりさ
らに取引費用を低めて、部品内製率α J において、「市場取引費用プラス企業内取引費用」を
最小化する J 点の達成が可能である。
これに対し、「非日本型選好」を行う「非日本型人材」よりなる SMD 型組織では、全く
対照的な事態が生ずる（図 13）。「非日本型選好」を行う部品企業は、たとえ、組立企業が
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当該財の内製により交渉力を強めても、機会主義的利益を削減することには可能な限り抵抗
するために、市場取引費用の逓減率は逓増することとなる。また組立企業内の従業員も機会
主義的に行動するため、内製化に伴い企業組織が拡大すれば直ちに自己の機会主義的利益を
拡大する。このため、企業内取引費用は当初急増するが、成果主義に基づく、統一的な人事
管理ルールが徹底されれば企業内取引費用の増加率は逓減する。この結果、取引費用（市
場取引費用＋企業内取引費用）を最小化する J 点は、SMD 型組織に置いては存在せず、O. 
Williamson の W 点が選択される。
図 13　 特殊品調達の際の欧米（非日本）企業（SMD 型組織）：長期継続取引よりも短期の機
会主義的利益を選好する。特殊品調達のための取引費用は、ウイリアムソンの W 点
（部品内製率 100％）が選択される（手島茂樹 1998−2009）
このため、明らかに当該特殊財調達に当たって、TCM 型組織は、SMD 型組織よりも低い
取引費用を実現できる。全ての特殊財調達について上記の議論は該当する。自動車産業のよ
うな成熟産業において、日本企業と米欧のライバル企業が、同等の技術を用いて規模の経済
を達成しており、同等の生産費用を実現できる場合には、こうした取引費用の差が、競争力
の差となる。この状況は下記の図 14 で示される。
図 14 において、日本企業（TCM 型組織）と欧米のライバル企業（SDM 型組織）とは、同
等の生産費用によって生産し、同等の差別化商品市場に直面していると仮定とすれば、取引
費用最小化によって、総費用（取引費用プラス生産費用）を削減できる日本企業の利潤最大
化点は M 点となり、C 点で生産販売を行うライバル企業に対して優位に立つ。取引費用の最
小化は、SMD 型組織に較べて、TCM 型組織の製品の品質面での改善も促し、「意図せざる」
「事後的な」「漸進的（持続的）に進行する革新的イノベーション」を達成することも可能で
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ある。
図 14　TCM 型組織と SMD 組織の直面する需要・供給曲線（手島茂樹 2003−2009）
（2.5）本章の結論
「汎用品化」が加速する世界金融経済危機後の世界では、「日本型選好」「日本型人材」と
「非日本型選好」「非日本型人材」との融合、TCM 型組織と SMD 型組織との融合を図るよう
な企業組織のイノベーションを達成することが、日本企業にとって喫緊の達成目標である。
それによってはじめて、（A）および（B1）産業に国際競争力の基盤を持つ日本企業が、（B2）
および（C）産業にも国際競争力を持つことができる。次の章で述べるようにアジア企業との
有効な協調を築き、オープンネットワークを形成することは、そうした企業組織のイノベー
ションに向けての第 1 歩といえる。
第 3章　中国上海・昆山地区及び深圳・東莞・恵州地区の実態調査とその含意
（3.1）オープンネットワークの形成
上記第 2 章では、日本企業の国際競争力の特性および海外事業展開の際の特性について明
らかにし、そうした特性から派生する日本企業の課題とその解決のための道標を提示した。
本章では、これを踏まえて、実態調査の結果に基づいて検証を行う。第 2 章で論じたように、
企業組織の特性、企業の国際競争力の淵源には、日本企業（TCM 型組織：「より高品質・よ
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り低価格」の高付加価値「特殊品」の供給。「漸進的」「事後的」「ボトムアップ型」の「革命
的イノベーション」）、欧米企業（SMD 型組織：「急進的」「事前的」「トップダウン型」の「革
命的イノベーション」）、アジア企業（生産コスト・価格競争力：「破壊的イノベーション」）
の間で大きな相違がある。それを反映して、当然のことながら、各国企業の経営哲学・経営
管理方式にも大きな相違がある。
しかしながら中国の上海・昆山地区および深圳・東莞地区においては、「セカンド・ベスト
の市場」の特性に合わせた、品質を共通基盤とした日系とアジア系の経営哲学・経営管理方
式のある程度の収斂が見られる。次節では、2009 年 8−9 月に筆者が行った実態調査における
各企業の個別のケースを紹介する。
（3.2）日系、中国系、香港系、台湾系企業の経営実態
ケース 1：日系企業 A 社 （建設機械）（上海）
（1）A 社の本社グループ全体の 2008 年度の売上は、2 兆円超。そのうち建設機械売上 1.7
兆円のうち、中国における売上シェアは、約 10％であった。但し、2009 年度には、中
国における売上シェアは、約 18％まで拡大の見込みである。一方、これとは逆に、欧
州における売上シェアは、2008 年度は、約 11％であったが、2009 年度には、約 7% に
縮小の見込みである。
（2）A 社の本社グループ全体の中国事業は時系列的に 4 つのフェーズに分けられる。
①　第 1 フェーズ（1956−1978）：輸出の時代
②　第 2 フェーズ（1979−1994）：技術提携の時代
③　第 3 フェーズ（1995−2000）：直接投資による合弁事業の時代。但し、外資が可能
な出資は、最大で 50％までであった。
④　第 4 フェーズ（2001−現代）：中国の WTO 加盟・外資 100％出資可能の統括会社
の時代。
（3）A 社は、中国における Holding Company であり、販売・サービスの統括会社である。
販売の 95％は、中国国内市場向けである。中国における A 社傘下の生産会社は、A 社
に販売し、A 社はエージェント（代理店）を通じて、中国市場に販売する。2005 年よ
り、1 省 1 代理店のシステムをとっており、これが販売促進に有効である。代理店に
は、A 社の資本は一切入っていない。
（4）客先（ユーザー）に対するファイナンスについて代理店自身もファイナンスを供与す
るが、A 社グループ企業がファイナンスを供与する分が全体の 3 分の 1 くらいある。
客先（ユーザー）の信用調査（ユーザーの手持ち工事等）は、代理店が行う。支払い
の滞った客先（ユーザー）に対しては、代理店の方から督促をかける。通信回線を利
用したシステムを用いて、客先の建機稼動状況（手持ち工事の状況）の把握が可能で
あり、客先への遅延債権督促の有効な手段として利用している。こうした工夫の結果、
支払遅延のケースは減り、改善傾向にある。
（5）上記の販売建機管理システムは、2004 年から導入され、現在販売された建機 48,000 台
（2009 年 11 月現在）に適用されている。当初は盗難防止や故障の際の位置情報、稼動
状況等を知るための、衛星回線を利用したシステムであったが、現在は、燃費データ
の把握や債権回収等にも活用されている。今後顧客・引合商談情報もデータ・ベース
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に組み入れる予定である。
（6）中国の建機市場は世界金融経済危機の影響もあり、2008 年 10 月及び 11 月に大きな落
ち込みを経験した。しかし、2008 年度の建機・車両の中国における売上が、前年比 1％
減の約 1800 億円と、それほど落ち込まなかったのは、2008 年の春節後の時期の売り上
げ増が大きい。2009 年 4 月−2010 年 3 月の需要予測については、前年度比 25％増と見
ている。こうした上方への見直しの背景には、中国国内市場の急速な回復がある。こ
の回復には、政府の景気対策である公共事業が、内陸部を中心に行われていることが
大きい。具体的には、2009 年 1−7 月の売上では、四川省を中心とする西部地域の売上
が、前年同期比 24％増、陝西省等の華中では前年同期比 28％増、であったのに対し、
華北、華東、華南では前年同期比マイナスに落ち込んだ（但し、その後、華北、華東、
華南でもプラスに転じている）。
（7）A 社の中国における売上の大半は、油圧ショベル（HE）である。2008 年の中国にお
ける建機需要約 23 万台のうち、3 分の 2 の約 15 万台はホイールローダー（WL）であ
るが、技術提携時代の技術に基づき、外国製部品ブランド等のイミテーションを用い
た中国製品が大半を占め、外国企業のシェアは僅かである。外国企業の販売シェアは
建機需要の約 4 分の 1 であり、5 万 6000 台を占める大型の油圧ショベル（HE）に集中
しており、A 社はこの分野で高いシェアを持つ。現在の油圧ショベル（HE）の主力は
20 トンクラスであり、2008 年（1 〜 12 月）には、中国における A 社グループ全体で、
12,000 台を販売した。2009 年では、15,000 台強であった。
（8）油圧ショベル（HE）等の建機については、機械の大型化が進んできつつあり、今後 70
トン以上の生産拡大を図る。
（9）現在、主力工場である済寧も常州も、生産規模拡大を計画中であり、既に、常州につ
いては、現在の 14 万平方メートルの敷地から 28 万平方メートルの敷地への移転を予
定している。常州にはテクノセンターを置き、デモンストレーション、トレーニング
を行う予定である。
（10）済寧工場は、周りの雇用環境から、従業員の定着率が高いのに対し、常州工場は、従
業員の流動性が高い。いずれにしても、技能集積型の従業員・多機能工の養成を目指
しており、管理職に対しては関連 25 社まとめて、管理職研修を行っている。
（11）課題は、中国市場の四分の三をしめるホイールローダーの市場への対応をどのように
するかということである。ライバルである X 社は、自らは中国でホイールローダーの
生産はしていないが、中国企業を買収し、参入への意欲を示している。
ケース 2：中国企業 B 社（光学レンズ及びレンズユニット）（上海）
（1）B 社は、2004 年 7 月 1 日、資本金 1600 万米ドル、投資総額 3000 万米ドルで設立され
た。
（2）主たる製品は、光学レンズ及びレンズユニットであり、夫々、月産 500 万個及び 500
万ユニットである。
（3）従業員は、ピーク時で 2245 人、現在は、1700 人。
（4）主要顧客は、キャノン、ニコン、ソニー、カールツアイス、ライカ等。自社ブランド
もあるが、OEM・ODM が主力である。
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（5）B 社は、上海市嘉定区工業開発北区にあり、周りには、空き地も多いが、日本企業も
進出している。敷地面積は 13 万平方メートルで工場建屋のほかに、独身寮、食堂、学
校等を持つ。
（6）工場建屋は、1 フロアーが 120m かける 240m で、2 階建て。1 階はレンズ加工で、主
にプラスチックレンズを扱う。プラスチックレンズを扱う理由は、コスト的にガラス
レンズよりも安いためである。製造に当たり、オークマ、ファナック等の精密成形機
を用いている。但し、金型のコアになる部分は自社製品である。レンズのコーテイン
グに際しては、誤差の許容範囲は 0.001 ミリメートルということで、塗布をコンピュー
タ制御で行う。計測器にはミツトヨの機械を使用する。2 階は、レンズユニットの組み
立てで、クリーンルームを用いた精密組立を行う（2 階は見学不可）。クリーンルーム
は、1 立方センチメートルあたりのチリの数が、100 個以下であることを要求される。
これに対し、通常のオフイスは、1 立方センチメートルあたりのチリの数が、10,000 個
といわれる。
（7）B 社の本社は、全国人民大会代表 G 氏を、董事長として、1944 年に設立された。本社
グループのうち非上場会社は、病院、学校、不動産等の事業を行う。一方、本社グル
ープのうち上場会社 BP 社は、カメラ製造、光学部品製造、金属部品製造等の事業を行
うが、光学部品製造が全体の 8 割を占める。製造事業は 1965 年に江西省で開始したが、
その後、2001 年 7 月には広東省・中山市で、2004 年 7 月には、上海で、B 社が生産を
開始している。この間、1997 年には、先の BP 社の上海での上場を果たしている。な
お、先に述べたように、B 社の主たる製品は、光学レンズ及びレンズユニットであり、
夫々、月産 500 万個及び 500 万ユニットであるのに対し、江西省では、光学レンズ（比
較的小さいもの）月産 550 万個、中山市では、光学レンズ月産 800 万個及びレンズユ
ニット 800 万ユニットを生産する。上海では、ピーク時には、月産 600 万個を生産し
た。
（8）ppm レベルでの品質管理を行うことから、キャンノン、オリンパス、カールツアイス、
日本電産コパル、ライカ等から高く評価され、取引関係を継続している。
（9）工場労働者の平均賃金は、上海の最低賃金である月額 960 元。残業も含め、1500−
1600 元の収入となる。工場労働者の平均年齢は 22 歳、離職率は 5％である。
（10）当社の課題は、高画質のものをどこまで生産できるかである。言い換えると、薄型の
レンズにミクロン単位の精度でコーテイングをして、強度を高め、レンズの傷をどの
程度まで容認できるかであり、戦略的なパートナーであるニコン、リコー、ソニー、
コニカ・ミノルタ、キャノン、オリンパス等と、環境保全に適応した無鉛工場におい
て、品質改善をはかるための協議を行っている。また、当社の研究所では、30 人の研
究員が、30−500 万画素に対応するレンズユニットの開発を行っている。これらはデジ
カメ用であり、デジカメ用のユニットは、月間 80 万セット生産する。機種によって、
8−15％のコストダウンを求められる。
（11） 不良品率を下げるという課題達成のために、キャノン方式の ERP を導入している。ま
た、日系企業のカンバン方式を採用して、在庫・ヒト・スペースの節約に努めている。
中山の工場では、深圳のオリンパスの工場の方式を導入している。
（12） 世界金融経済危機の影響については、昨年（2008 年）11 月には、日本企業からの発注
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は、例年の生産の半分以下にまで落ち込んだ。その後低迷が続いたが、2009 年 8 月に
は、前年よりも多くなっている。季節性から当社の生産のピークは 8−10 月である。
これは、11 月以降の米国市場等でのクリスマス商戦に備えるためである。米国市場で
は、一眼レフ用の交換レンズの需要は増えており、こうした傾向は、今後 1−3 年間は
続くと思われる。
（13） 今後工場を増設して、携帯用のデジカメ・レンズ・ユニットを生産して、日系企業、台
湾系企業に供給する予定である。中国国内市場向けに販売する。2009 年 10−11 月に
は、量産に入る。
ケース 3：台湾系企業 C 社（上海）
（1）C 社は、C 氏を代表取締役会長・社長とする CP 社の一員である。CP 社は、1970 年創
業、資本金 2200 万ドルで、従業員はピーク時 413 人、現在は、297 人である（殆どは
C 社の従業員である）。代表取締役会長（董事長）は、CP 社の代表取締役会長・社長
C 氏、代表取締役社長（総経理）　は、W 氏である。
（2）C 社は、1996 年設立、資本金は 710 万ドル。従業員は 297 人。C 社は、上海のちょ
うど真ん中に位置し、市内まで 1 時間以内に到着する。蘇州、昆山にも近くロケーシ
ョンは良好である。虹橋国際空港から 17km、浦東国際空港から 49km、呉松港から
48km の距離にある。
（3）CP 社グループとして、次のグローバル・ネットワークを持つ。米国カリフオルニア州
サンタクララに資材調達のための事務所を持ち 1 人配属。上海工場（C 社）には、6 人
配置、資材調達・営業のための東京事務所に 1 人、台湾本社に 6 人である。それ以外
は、C 社の従業員である。
（4）C 社の従業員の学歴構成は、高校卒が 60％、大学卒が 25％、大学以上の学歴が 1％、
技術専門学校卒が 14％である。
（5）主要顧客には、Fujitec, TRW, Lear, Actia, Honeywell, Parker, Lodgenet, Tyco, York, 
Johonson Controls、パナソニック、ケンウッド、NTT エレクトロニクス等。
（6）主要製品は、電子機器コントローラ 30％（Fujitec のエレベータ制御、日本電産の自動
車用ドアコントロール）、AV ＆ RF 用電子 30％、自動車用電子 20％（自動車 TV シス
テム等）。
（7）売上先としては、日系企業が 20％、欧米企業が 80％である。
（8）基本的に主要顧客向けの EMS 企業であるが、オリジナルブランドのデジタル・ビデ
オ・レシーバーも製造している。輸出向けである。
（9）工場の生産ラインは、ROHS 基準に対応した無鉛の生産ラインと、そうでない有鉛の
生産ラインとにはっきり分かれている。原材料および製品の在庫管理も同様に明確に
識別されている。日系企業は、注文に当たり生産ラインにも厳しく注文をつけてくる。
特に日本電産の注文は厳しかったが、当社の生産ラインの改善にもつながった。こう
した指導は有り難いと思う、とのこと。今後上記に加え、ミネベアの取引開始の予定。
デンソーの検査評価も受けている。
（10）国際金融危機の影響で 2009 年 7 月までに、売上は 50％減少した。2009 年 1−5 月は赤
字であり、6 月には回復基調に転じた、12 月には利益が出るようになると思う。これ
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を受けて、従業員を約 100 人減らした。その 85％は、工場労働者であり、15％は、間
接部門である。すぐに長期的な回復が見込まれるわけではないので、労働者をすぐに
再募集することはない。しかし、エンジニアの募集は行っている。
（11）以前は、C 社で開発も行っていたが、今は開発部隊は、全て台湾本社である EEC に移
管している。当社が、CP 社グループの中で、EMS 企業と位置づけられているためで
ある。
（12）当社売上の 70％は、米ドル建て、30％は人民元建てで行われる。この比率は最近、
60％対 40％に変わりつつある。但し、人民元建て決済のうち 50％は、最終的に輸出さ
れるとみられる。
ケース 4：台湾系 D 社（品質検査・品質認定等サービス）（昆山）
（1）台湾の DP 社の最初の中国子会社 I 社は、2000 年に華南地区に設立されたが、その後、
華東地区での、計測・品質認定等の需要が大きいことから、2003 年 8 月、合弁企業と
して、当社が設立された。DP 社が 49％出資し、中国側（民間企業）が、51％出資し
ている。2005 年より稼動。当社は I 社よりも施設・設備の規模が大きいようにみえる。
I 社は出向いての計測サービスが多く、当社は、持ち込みの計測サービスが多いためと
思われる。
（2）当社は中国計測科学研究院、台湾工業技術研究院、日本 MEDIA 計測株式会社等と提
携している。
（3）従業員数は、130 人、うち、エンジニアは 70 人、エンジニアには技術系の 3 年制大学
卒業のもが多い。行政職は 60 人である。
（4）顧客の 30％は台湾系、70％はそれ以外である。
（5）危機の影響はない。前年比、売上額は数％増加している。
（6）ドイツの TUV ラインランドと同じような業務かと、質したところ、TUV は製品の品
質検査が多いが、当社は、機械設備の検査が多いとの回答であった。
ケース 5：日系企業 E 社（中小企業支援）（深圳）
（1）E 社は、香港法人 EP 社の子会社であり、その中国工場という位置づけになる。EP 社
は、1991 年 11 月、中国に進出する日本の中小企業支援を目的に、I 氏らによって、設
立された。EP 社の株主は、個人 200 名、法人 50 社である。
（2）中国進出する中小企業の業務は、中国における委託加工、すなわち、機械設備・材料
等を輸入し、委託加工・組立を行った製品を輸出するビジネスであることを想定して
いる。
（3）E 社は、深圳市宝安区にあり、村との共同経営を行っている。工場建屋、水、電気、
労働派遣者について村の協力を得ている。
（4）E 社は、税関、会計、総務人事、施設管理、製造等の部門を持ち、E 社の建屋に入居
する各企業は、製造部の中のテナント、という位置づけになる。テナントは、2008 年
の 49 社、従業員 5000 人、占有床面積 8 万平方メートルから、現在は、39 社、従業員
2000 人、占有床面積 3 万平方メートルに減少している。
（5）テナントは、取引先が中国にシフトした等の理由で、中国に進出するが、E 社の条件
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を承知した上で、テナント料を支払って入所する。
（6）テナントは機械設備の輸入等に際し、専門の税関士を擁する E 社の税関部を通じて、E
社名義の輸出入契約によって行う。したがって、テナントは自ら貿易実務を行う必要
はない。
（7）同様に、テナントは人員の募集にあたり、E 社の総務人事部に申請を出して行う。総
務人事部はテナントに代わって、ワーカーであれば、E 社の入場ゲートに、募集の掲
示をだす。経験のある専門家であれば、人材市場で探す。新卒者の場合、長沙市や、
その周辺の 4 大学に対して、人員発掘のための、リクルートツアーを行う。ただし、
リーマンショック以降、リクルートツアーは途絶えている。新卒者の上海での賃金は
月額 3000 元、長沙市等で 2000 元である。工場労働者の賃金は、深圳市内の最低賃金
は、1000 元、それ以外の地域では 900 元に据え置かれたということで、E 社では、最
低賃金 900 元に残業代を加えて、1200−1300 元である。
（8）E 社のテナントとしては、環境基準をクリアーすれば、殆どの業種が進出可能であり、
最近は、印刷業を新たに受入れた。
（9）E 社のメリットとして、委託加工を想定した保税扱いがされており、輸出入に関して、
税の減免の恩典があること、労働者を集めやすいこと等あり、最近は、トヨタ・ホン
ダ・日産関連の自動車産業も E 社に進出している。
（10）ただし、中国は近年、外貨減らしをしなければならない状況にあり、外貨収入の 30％
は広東省が稼ぎ、さらにその内、70％は、委託加工が稼いでいたために、保税につい
ての中国税関のチェックは厳しい。例えば、輸入資材を 10kg 購入し、その内 8kg を
輸出した場合、2kg の輸入資材が正しく在庫されており、国内に転売されていないか
を、調査にくる。このとき輸入資材の在庫が 2kg なければ、追徴課税されるし、当局
の信用度ランキングもダウンする。ランキングは通常 B からスタートし、信用度が高
ければ、A にアップし、低まれば、B → C → D、とランクダウンする。
（11）当初は E 社で事業を開始したが、その後、別途独資の工場を立ち上げて退出し、成功
しているものもある。ほかに、中国国内で販売するために、独資企業を新たに設立す
ることを考えているテナントもある。
ケース 6：日系企業 F 社（磁性材料製造）（深圳）
（1）先代社長が脱サラして 1973 年に、岡山県に親会社である FP 社を設立。磁性材料・プ
ラスチックマグネットの製造販売を開始。日本国内の過当競争から、2000 年 5 月に香
港法人を設立、同年 8 月、当社で、プラスチックマグネットを主としたマグネット・
磁気応用部品の製造と販売を開始。2004 年 4 月、当社深圳工場で、ISO9001 を取得、
2007 年 12 月、プロセスマネジメント　IEQC QC 080000 HSPM を ISO9001 に組み込
む。
（2）岡山の本社（FP 社）工場では、総務・営業・生産技術・品質管理のほか、設計・開発、
試作品・金型の製作を行い、量産は、岡山工場に比べて人件費率が低く（8％程度）、
不良品が出ない、深圳工場で主に行う。深圳工場の稼動に伴い、岡山の人員を 8 年間
で 30 人から 15 人に減らした。会計（資金繰り）などは先代社長（現在も代表取締役）
が行い、M 総経理は、主に、関東・甲信越（日本）での営業活動と深圳工場の経営を
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行う。深圳工場には、主に毎月末、各月の事業活動の締め・統括のために来る。
（3）深圳工場では、総務、営業、品質管理、生産・技術の 4 つの課があり、夫々の課長（中
国人）が、業務を分掌している。総務課長と生産・技術課長については、2001 年 3 月
に人材市場で採用した。総務課長は日本語が出来、彼らとコミュニケーションし、社
員を把握することが業務の要になっている。品質管理と営業を担当する課長は、3 年
ほどのキャリア。従業員数は 80 人から 60 人ほどに減少しているが、これは、リーマ
ンショックの後、売上が減少し、1，2，3 月には通常の 20％程度にまで落ち込んだた
めである。現在は、回復基調にある。ピーク時の生産は月産 200 万個、現在は月産 100
万個。従業員の勤続年数は、3 ヶ月から 5 年程度まで。
（4）当社の生産するプラスチックマグネットは、40％が自動車用で、モーターメーカーが
顧客になる。ミツミ（台湾）、日本電産グループ、ソニー、キャノン、冨士マイクロン、
オムロン、OA 家電用が 50％で、センサーメーカー・モーターメーカーが顧客である。
深圳で販売するものは、多品種少量のものが多く、台湾、タイ、ベトナム等、海外で
も顧客を拡大している。（ちなみに日本で生産しているものは日本国内向けである。）
（5）当地の立地のメリットは、第 1 に、対外的な問題が発生したときに現状認識し易い、
重要な情報が得やすく、先の見通しが立てやすいこと。新たな法律の制定、当該法規
の運用のやりかた等の情報を踏まえて今後の見通しを立てることが出来る。また経営
者間の情報交換も重要である。第 2 に、小さく始めて大きく育てることが出来る。例
えば当社の場合、150 平方メートル、3 人で事業を開始した。その後、2500 平方メート
ルまで拡張した。
（6）今後の課題は、ラインの自動化を推進すること、金型を自社生産すること。現在の世
界市場でのシェアが 0.3％、日系でのシェアが 3−5％であるが、世界市場でのシェアを
10％にすること。新製品の開発・試作を深圳工場で行うことである。
ケース 7：日系企業 G 社（工業用光ファイバーの製造販売）（深圳）
（1）G 社会長 I 氏は、1965 年以降、コペンハーゲン、ニュルンベルグ、パリ、ニューヨー
クと、海外での職歴・経験が長い。そうしたバックグラウンドを背景に、1980 年代の
中国の改革・開放の中で、NEC、富士ゼロックス、ブラザー、ヒロセ電機等が、特区
の外に事業を展開するのを支援したことから、EP 社の創設を行った。
（2）中国事業の問題点は、深圳でもいまだに行政上の問題が多い点である。特に輸入資機
材の通関をスムーズに行うためには、非常に多くのコストがかかる。
（3）G 社は、工業用光ファイバーを製造販売している。昨年 9 月以降、リーマンショック
の影響を受けて、売上は前期比 90％減となっている。半導体製造の設備投資が見込め
ないところから 2009 年年内は、回復が難しいとみている。しかし、850 名の従業員は、
そのまま維持している。
（4）中国の景気そのものは、急速に回復するのではないか。車購入に際し、7 種類の税を撤
廃し、補助金を供与して、安売りを奨励しているので、電子部品・自動車部品メーカ
ーにも発注が波及している。
（5）韓国メーカー及び台湾系メーカーには、撤退・夜逃げ・移転が多い。480 社中 300 社
が、撤退・夜逃げ・移転をしたといわれており、夜逃げされた企業の従業員の賃金未
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払いについては、中国政府が肩代わり支払いを行った。
ケース 8： 香港系企業 H 社（カメラの化粧箱、取扱説明書、作業板（Paper Desk Pad）等の
印刷）（深圳）
（1）H 社は、香港法人 HP 社の 100％子会社として、1994 年設立された。
（2）コダック等ブランドメーカーのカメラの化粧箱、取扱説明書、作業板（Paper Desk 
Pad）等の印刷を行う。
（3）当社概要：登録資本 420 万香港ドル、総資産 3000 万香港ドル、工場敷地面積 2 万平方
メートル、緑地 1 万平方メートル、従業員 500 人。
（4）現在アメリカの Arista という家族経営の大規模会社との取引強化を図っている。
Arista は有名文房具小売商である、Office Depo. を買収したことから、当社への発注
が拡大することを期待している。L 社長は、Arista との交渉のために、しばしば渡米
する。Arista 向けには、金融危機以前は、月間 16000 ユニットの生産を行っていたが、
危機後は、2000 ユニットに減少した。支払いについては、危機以前は、2 週間後支払
いであったが、危機後は 2 ヵ月後払いになった。
（5） 日系企業では、オリンパス、富士写真フイルム等との付き合いがある。
（6）金融危機の影響による売り上げ減は、2008 年 12 月から 2009 年 4 月までが最悪期で、
従業員を 50−60 名削減した。現状、270 名である。しかしその後、注文の量が増えて
きたので、毎日、募集しているが、人があつまらない。内陸部からの出稼ぎ者が戻っ
ていないためである。
（7）従業員（工場労働者）の賃金は、月額 950 元。これに残業代を加えて、2000−2500 元
くらいになる。残業は月に 30 時間である。
（8）印刷部門の技術職として、香港人 2 名（1 人の給与は月額 3 万香港ドル、もう 1 人は月
額 2 万香港ドル）を雇用していたが、いずれも、ここでの仕事を嫌って退職した。3 万
香港ドルの月額給与のものには、30 万香港ドルの退職金を支払った。代わりに現在中
国人を 1 名技術職として雇用している。給与は月額 1 万元で、技術的には問題ない。
（9）管理職は平均月収 2500 元で、残業は殆どない。
（10）工場労働者の多くは、隣接する社宅（寮）に住んでいる。寮費は月に 50 元。食堂では、
1 日 2.5 元で食事が出来る。
（11）工場はドイツ製の 4 色刷り印刷機械等を備えており、環境対応（ROHS 基準対応）の
生産管理を行っている。
ケース 9：深圳市計量衡量検測研究院（SMQ）客戸服務中心　
（1）中国製造業企業の発展と共に、製品及び生産設備の品質検査についての需要が高まっ
ていることから、深圳市の公的研究所として、総合的な品質検査サービスを行うもの
である。本研究院の証明書は、中国規格のみでなく、世界の主要規格に合致した証明
書とみとめられる。
（2）深圳市は、こうした品質検査サービスだけでなく、合弁企業が独資企業に転換する際
の手続き等について、外資企業を支援する。
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ケース 10：台湾系 I 社（品質検査・品質認定等サービス）（東莞）
（1）台湾における親会社である DP 社は、1993 年、新竹で設立され、1997 年台南に、2000
年には、東莞市長安鎮に（I 社）、2003 年には、昆山に（D 社）、進出した。
（2）当社のような業務内容では、中国政府の政策として独資での進出は認められないとさ
れたが、中国政府（恵州にある政府の試験センター）の技術支援を得るということで、
独資での進出を認められた。但し、恵州にある政府の試験センターと競合することを
避けるために、恵州の名を冠しつつも、東莞市長安鎮に立地することとなった。2004
年には、中国の同レベルの試験センターと同じ評価 CNAS を、外資系企業としては、
初めて認められた。2004 年 3 月正式に試験センターとしての認可を得た。CNAS の有
効期限は 3 年間で、更新される。
（3）深圳市計量衡量検測研究院（SMQ）は、総合的試験場であり、当社の業務は、いわば
その一部に相当する部分をカバーする。当社の人員は 40 人であったが、最近、38 人へ
と、若干削減した。国際金融危機の影響は、受託試験の回数には表れていないが、料
金を 10％引き下げたことにより、売り上げ減の形で、出ている。料金引き下げに伴い、
試験項目も減らしている。顧客としては、台湾系企業が全体の 6 割、日系・国営・香
港系等が全体の 4 割である。東莞市の台湾系企業の数は、危機前の 3000 社から 10％ほ
ど減ったと見られる。なお、東莞市長安鎮では、登録している台湾企業の数は 370 社
だが、未登録の台湾企業は 600 社ある。
（4）人員 38 人の内訳は、試験技術者 13 人、業務管理要員 15 人、高級管理者 10 人である。
台湾人は、総経理をかねる T 氏と、副総経理の C 氏、営業の S 氏の三人であり、長安
鎮常駐は C 氏と S 氏の二人である。T 氏はふた月にいっぺん、当社に出社する。
（5）当社（恵州）と昆山 D 社を較べると、昆山のほうが、幅広い業務を行っている。
（6）当社の検査機械設備は、昆山に較べると少ない。当社では顧客に出向いて検査するこ
とが多く、顧客が来訪するケースと同数くらいあるためである。一方、昆山では来訪
者が多く出向くことは少ない。出向いて検査する場合には、顧客は、生産ラインを止
める必要がなく、レポートをすぐ受け取ることが出来るというメリットがある。
（7）当社と競合する試験検査会社は、東莞には 3 社ある。昆山には 1 社ある。恵州の政府
の試験センターとの関係は薄い。ただし、交流案件が 1 件のみある。
（8）当社の賃金水準は、1000 元からスタートする。なお、東莞の最低賃金は、800 元であ
る。技術系の大卒であれば、3−4 年で、1200 元くらいになる。
（9）新規の人材集めには苦労していない。技術職には、入社後 6 ヶ月くらいの研修を、
OJT を通じて行う。CNAS 対応の資格を 1−2 年でとることが多い。技術系の人には安
心して働ける職場のようで、転職は少なく、安定している。
（10）国際金融危機の影響はあるが、顧客企業の業績は考慮しつつも、試験設備の新規購入
は行う予定である。こうした際の資金調達は、増資等の自己資金で行う。
ケース 11：台湾系企業 J 社（電解アルミコンデンサの生産）（恵州）
（1）親会社 JP 社は、1976 年台湾で創立された。日本の Towa の技術協力により、電解ア
ルミコンデンサの技術を確立した。
（2）1996 年に、恵州に中国最初の工場である当社 J 社を設立した。当社では、化成アルミ
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箔からコンデンサ製品までの完全な垂直統合による生産を行う。電解コンデンサにつ
いては、多品種の製品を提供しており、ワンストップショッピングが可能である。生
産ラインについては、日本からの設備導入等により、高度なシステム化・自動化を達
成している。また、RoHS 指令に合致した工程管理により、ソニー、キャノン等の顧客
から、グリーン・パートナーとして認証されている。
（3）JP 社全体では、2007 年の売上は、129 百万米ドル、J 社の 2008 年における売上は、43
百万米ドルである。
（4）JP 社の主要工場は、当社のほか、蘇州、マレーシア・ペナンにある。当社及び蘇州は
台湾本社からの独資出資企業であり、マレーシアは現地との合弁企業である。台湾本
社では、設計開発を行い、これら主要工場で生産を担当する。
（5）JP 社全体では、毎月 8 億個のコンデンサを生産する。
（6）2008 年 6 月の台湾、恵州及び蘇州における人員は 2154 人。その内訳は下記の通り。
　　　　　　　　　　　台湾　　　　　恵州　　　　　蘇州　　　　　合計
　　直接要員　　　　　　0　　　　　 1219　　　　　 550　　　　　1769
　　間接要員　　　　　 90　　　　　　178　　　　　 117　　　　　 385
　　合計　　　　　　　 90　　　　　 1397　　　　　 667　　　　　2154
（7）国際金融危機の影響としては、2008 年には売上ベースで前年比マイナス 10.9％となっ
た。2009 年には、2006 年レベルまで回復することを見込んでいる。生産・販売量が落
ち込んでも、人員削減はしていない。ただし、生産数量が減ったときに帰郷して帰っ
てこない人はいる。
（8）当社で製造するコンデンサの 29％は白物家電に、18％は、電源・照明に、11％は、電
信・携帯に用いられる。最終需要家は、日本企業 25％、米国企業 24％、欧州企業
22％、台湾企業 19％である。
（9）汎用品コンデンサでは大きな存在感を持ち、世界のコンデンサ生産量である月間 80 億
個の 1 割に相当する月産 8 億個を達成している。これに対しコンペテイターである日
本企業は、高付加価値のものを生産し金額ベースでは 95％を占める。台湾メーカーは
金額ベースでは 5％である。
（10）したがって、環境対応の高付加価値の新製品を開発することに注力している。具体的
には、風力発電（GE との提携）、自動車、LED の 3 分野である。
（11）従業員の賃金は、この地域の最低賃金は 580 元であるところ、680 元プラスアルファ
を想定している。また、ベースを、来年から 780 元に引き上げることを検討している。
全社員の平均月収は 1800 元であり、この地域の水準に比してかなり高い。工場労働者
のローテーションは行っていない。但し、多機能工としての訓練は行っている。労働
者の 95％は外部の地域から来た人たちである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
ケース 12：香港系 K 社（EMS 企業）（東莞）
（1）親会社である KP 社グループは、The Best for you everything を理念として、電気機
械貿易商社として、1975 年創設され、持株会社である KPH 社は、1989 年に香港証券
取引所に上場した。1997 年には、同社は、バミューダ法人となった。KP 社の傘下に
は 100％子会社の K 社（EMS 企業）、同じく 100％子会社の KI 社（海外子会社の持株・
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統括会社）、同じく 100％子会社の KD 社（物流・貿易を担当）、67％株式所有の KT 社
（台湾事業を担当）等がある。
（2）K 社（実際には KP 社の主力工場である）は、1986 年設立され、1994 年には ISO9001
（エレクトロニクス製品についての設計製造に関する品質管理システム）を取得、次に、
1999 年には、米国ビッグスリーを想定して QS9000（自動車用エレクトロニクス製品
についての設計製造に関する品質管理システム）を取得、更に、2002 年には環境マネ
ジメントシステムに関する ISO14001 を取得した。また、WKKT は、中国における無
鉛ハンダ付けシステムのパイオニアであり、同じく 2002 年には製造設備及び素材につ
いての RoHS 指令適合を果たした。2004 年には、TL9000（テレコミュニケーション製
品に関する品質管理システム）、2005 年には、ICTI-COBP（ビジネスプラクテイスコ
ード）及び 5S−HKQAA（工場現場管理：労働条件についての説明責任、労働法との
適合性、最低賃金、残業等）、2006 年 TS ／ ISO16949（自動車機器についての設計製
造に関する品質管理システム）、同年 ISO13485（医療機器に関する品質管理システム）
等を取得した。また、同年、生産ラインの 95％について製造に関する RoHS 指令適合
を果たした。5％の例外は、顧客特殊仕様の自動車及び医療製品に関するものである。
（3）KP 社は、日本（東京）及び米国（カリフオルニア州・Sunnyvale）にマーケテイング
等のための事務所を持ち、東莞に主力工場を持つ。東莞工場の従業員は、管理職 337
人、工場労働者 4728 人であり、工場労働者は、敷地内の社宅（寮）に寄宿している。
現在、東莞工場から車で 5 時間ほどの距離にある Ganzhou に新工場を建設中であり、
この新工場は 2011 年から稼動の予定である。現在東莞工場で生産しているものの内、
労働集約的な部分は新工場に移し、東莞工場には、高付加価値製品のみを残す予定で
ある。Ganzhou は比較的東莞工場に近く、位置的に有利である上に、労働力が豊富で
あり、東莞工場のように大規模な社宅（寮）を建設しなくても、労働力を集めること
が出来る。KP 社会長である W 氏の生まれ故郷であり、地縁も強い。周辺に 200 社ほ
どの部品企業等の集積もあり、原材料の調達も容易である。また、水力発電を利用で
きる。
（4）KP 社は、EMS 企業であり、上記のような各種認定をとり、高品質の生産を行うとの
信頼感があるので、日米欧の有力顧客と密接な取引関係を結んでいる。契約形態には、
OEM、ODM のほかに JDM（Joint Development Manufacturing：共同開発生産）も
ある。量的には、ODM が、25−30％、残りの大半が OEM であり、JDM は未だそれ
ほど多くはない。
（5）KP 社の製品プロファイルは以下のとおり。コンピューター・サーバー関連機器、
ADSL 関連機器、携帯電話、オフイスオートメーション関連機器、発電関連機器、医
療機器のサブアセンブリーモジュール。
（6）多くの日本企業に納入しているが、特に、セガとは 1986 年の設立以来、23 年の付き
合いがある。TV ゲーム機を納入している。さらに、キャンノン、ソニー、リコー、
NEC、シーメンス、GE、富士通との取引も長く、最近はデンソーにも納入している。
（7）KP 社の東莞の社宅（寮）は、施設は良好（1 部屋 6 人）、コンビニ・美容室は有料で
あるが、食堂、映画、スポーツジム、TV 室、図書室等は、無料で利用できる。銀行の
ATM も設置されている。従業員の待遇にはかなり配慮していることがうかがえる。
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（8）世界金融危機の影響は、製品及び顧客の多角化（Diversification）で乗り切ってきた。
KP 社の製品に対する信頼を得ているために、上記のように製品は多岐に及び、優良顧
客は、日米欧にまたがっている。確かに米国市場の落ち込みの影響は大きいが、大き
な影響を受けたのは全体の 20％ぐらいで、残りの 80％は比較的安定している。
（9）周辺の大学との協力関係も重視しており、毎年、理系および文系の学生をインターン
として受入れている。工場で働く場合もあるし、その専攻に応じた職種で働くことも
ある。WKK に対する理解を得ると共に、将来、エンジニア、または営業職として就職
してもらうことを期待してもいる。実際に、そうしたインターンの経験を通じて当社
に就職している学生もかなりある。
（10）KP 社の自社ブランドを確立する戦略をとらないのか、との質問は良く受けるが、今の
ところそうした戦略をとる予定はない。あくまでも顧客のために、デザイン・イン等
の共同開発も行いつつ、優良製品を提供する。
（3.3）日本企業とアジア企業との経営哲学・経営管理方式の相違及び収斂
今回訪問したアジア企業は、品質検査企業を除けば、全て、日本を始めとする先進国企業
との取引関係構築に積極的であり、品質管理に意を用いて、先進国企業に受入れられるだけ
の品質を保持しようとしている。一方、先進国企業にとっても、本稿第 1 章および第 2 章で
論じてきたとおり、今後戦略的に重要になる「セカンド・ベストの市場」で競争力を持つた
めには、こうしたアジア企業からの製品納入を積極的に推進することは有効な手段である。
一方、第 2 章で論じたように、日本企業は「短期の機会主義的利益よりも、長期の取引関
係継続を選好する」という「日本型選好」をもつ「日本型人材」よりなる組織である。一方、
アジア企業は、「長期の取引関係継続よりも短期の機会主義的利益」を選好する「非日本型選
好」をする「非日本型人材」よりなるという点では、欧米企業に類似したところがある。
重要なポイントはこうした全く異なる企業文化と経営資源を持つ日本企業とアジア企業と
の間にも、「一定の品質を確保しつつ、価格競争力ももつ」という、「セカンド・ベスト市場」
での「勝ちパターン」を、確立するという共通の目的のためには、一定範囲内の合意が成り
立ち、企業カルチャアの収斂が見られるということである。例えば、訪問先の一つである C
社は、「日系企業は、注文に当たり生産ラインにも厳しく注文をつけてくる。特に日本電産
の注文は厳しかったが、当社の生産ラインの改善にもつながった。こうした指導は有り難い
と思う」との反応を生じている。また、B 社は、生産ラインおよび経営全般の改善のために、
日本企業と頻繁に協議している。他の各社も品質と価格についての合意が最も重要であるこ
とを、十分に認識している、
以上の論考から、すくなくも、「セカンド・ベスト市場」向けには、日本企業とアジア企業
との間に国際的なオープンネットワークを構築することが可能であると考えられる。
長期的な課題は、発展途上国および新興国市場の中に、新たな「ファースト・ベスト」市
場の創出につながるような新製品を開発していくことである。その際に、如何にして日本企
業は、アジア企業の経営資源及び現地の人材を、取り込んでいくことが出来るかが重要とな
る。日本企業は、普遍的な、世界の人材の共感を呼ぶ企業文化を確立することによって、現
地市場開拓に関わる現地企業の経営資源及び現地の競争力のある人材を、幅広く吸引する必
要がある。
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第 4章　結論
第 2 章で論じたように、日本企業の競争力は、取引費用最小化のメカニズムによって、ラ
イバルである欧米企業に較べて、「より高品質」でありながら「より低価」格の「特殊品」を
供給可能な生産システムを日本企業が確立していることである。もちろん、こうした高品質・
高価格製品を受容する大規模な「ファースト・ベストの市場」の存在が競争力実現の前提と
なる。こうした需給両面の前提が成り立つとき、「より高付加価値であり、しかも、より低価
格である」という日本企業の戦略は、まことに強力である。「漸進的（持続的）」な、「モジ
ュール・イノベーション」と「アーキテクチュア・イノベーション」を踏まえた「ボトムア
ップ型」の「事後的な」「革命的イノベーション」は、製品コンセプトの確立した「ファース
ト・ベストの市場」においては、大きな競争力を持つ。
しかし、最近の世界の動向が示すように、新興国・発展途上国および先進国を含む世界市
場が、一定の品質の確保を前提としつつも、低価格志向を強める「セカンドベストの市場」
に向かうのであれば、企業競争力のありかた、企業組織のあり方について再考を要する。伝
統的な先進国市場では非常に有効であった、ライバル企業よりも「より高品質、より低コス
ト・低価格」の製品を供給するという戦略だけでは十分な成果は挙げられない。こうした市
場動向に対応するためには、アジア企業が得意とする「破壊的イノベーション」が必要であ
り、第 3 章で論じたように、「国際的な品質基準をクリアーしつつも、価格競争力を保有する」
アジア企業とオープンネットワークを形成することは、重要である。こうした提携は、発展
途上国・新興国のセカンド・ベストの市場を確保するために、必要不可欠な戦略である。
要約すれば、（A）産業および（B1）産業に属する日本企業は、先進国市場及び発展途上
国・新興国の「ファースト・ベストの市場」にたいしては、ライバルである欧米企業よりも
「より高品質、より低コスト・低価格」の製品を供給する政策を堅持する必要がある。同時に、
発展途上国・新興国の「セカンドベストの市場」に対しては、「一定の品質、より低コスト・
低価格」の製品を提供する政策をとることが必要となる。前者に対しては伝統的な日系企業
間の国際的なクローズドネットワークが有効であり、後者に対しては、十分な品質達成能力
のあるアジア企業とのオープンネットワークの形成が必要である。今回の実態調査からは、
現実にそうしたオープンネットワークの形成が、少なくも中国上海地区及び深圳地区におい
ては徐々に、進行していることがみてとれる。
さらに長期戦略として最も重要なことであるが、「セカンドベスト」市場の中に、グローバ
ルな可能性を持つ高付加価値品のシーズを見つけること、すなわち、新しい「ファースト・
ベスト市場」の可能性を探り、創出することは、日本企業にとって最も重要なことである。
そのためには、第 2 章の（2.5）「結論」で述べた、「日本型選好」「日本型人材」と「非日本型
選好」「非日本型人材」との融合、TCM 型組織と SMD 型組織との融合を図るような企業組
織のイノベーションを達成することが必要不可欠である。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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（注）
（注 1） 筆者の 2009 年における多国籍企業学会大会での発表、同じく日本国際経済学会での発表及びフルペーパ
ー手島茂樹（2009）「世界金融・経済危機が、日本企業の直接投資・海外事業活動に及ぼす影響― TCM 型
組織の変容―」、手島茂樹「国際金融危機・世界同時不況が日本企業の直接投資戦略に及ぼす影響」季刊
国際貿易と投資 No.76　2009 年夏号（2009 年 6 月）、手島茂樹「世界金融・経済危機が、日本企業の直接
投資・海外事業活動に及ぼす影響― TCM 型組織の変容に関する理論的考察と実態調査の含意」「国際政
経」第 15 号（2009）等における論考をベースとした。
（注 2） 手島茂樹「世界金融・経済危機が、日本企業の直接投資・海外事業活動に及ぼす影響― TCM 型組織の変
容に関する理論的考察と実態調査の含意」「国際政経」第 15 号（2009）等における論考をベースとし、発
展させたものである。
（注 3） 「資産獲得型直接投資」（Asset Augmenting FDI）は、UNCTAD 世界投資報告の 2006 年版で、発展途上
国の直接投資の特徴として論じられたが、筆者（手島）は、むしろ、先進国企業のクロスボーダー M ＆
A こそが、「資産獲得型直接投資」の最たるものと考える。
（注 4） O. Williamson はこうした「特殊品」には、売手と買手との間に情報の非対称性があり、大きな取引費用が
発生するために、通常の市場取引は困難であり、企業内取引が選択される場合があることを論じた。英文
参考文献⑳−。
（注 5） ヘンダーソンとクラークは、「主要構成要素（部品）」の革新と「主要構成要素（部品）を連結するア
ーキテクチュア」の革新を同時に引き起こすのが「革命的イノベーション」であると定義している。
Henderson R., & Clark K. B., （1990）　“Architecture Innovation: The reconfiguration of existing product 
technologies and the failure of established firms”, Cornell University, Administrative Science Quarterly 
35 （1990）, pp 9−30　
（注 6） 本稿の冒頭でも論じたが、2008 年以降の世界金融経済危機は、こうした「汎用品化」を加速した。IMF 
World Economic Outlook 2009 October によれば、2008 年の先進国の実質 GDP の平均成長率は 0.6％に鈍
化する一方、発展途上国・新興国のそれは 6％を維持した。2009 年には、先進国はマイナス 3.4％と見込ま
れる一方、発展途上国・新興国も 1.7％まで減速するが、アジア地域は 6.2％の高成長を維持する見込みで
ある。2010 年以降も、先進国に比して発展途上国・新興国の成長回復のペースは速いと見込まれる。市場
特性として価格志向の強い発展途上国・新興国の世界市場に占めるウエイトが急速に高まれば、世界的な
「汎用品化」のペースも上がる。「ファースト・ベスト市場」から「セカンド・ベスト市場への」シフトが
世界規模で生ずる。
（参考文献）
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